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（参考資料）

１ 平成１８年度道路整備予算概算要求財源内訳

（単位：百万円）（１）道路整備関係国費

１８年度要求 前 年 度 倍率
区 分

(Ａ) (Ｂ) (Ａ／Ｂ)

特 定 財 源 3,517,068 3,563,278 0.99
揮 発 油 税 2,927,036 2,962,906 0.99
収 入 額 2,865,000 2,913,800 0.98
決 算 調 整 額 62,036 49,106 -

石 油 ガ ス 税 14,732 15,272 0.96
収 入 額 14,400 15,000 0.96
決 算 調 整 額 332 272 -

自 動 車 重 量 税※ 575,300 585,100 0.98
貸付金償還金等 62,337 60,157 1.04
一 般 財 源 10,788 0 -

合 計 3,590,193 3,623,435 0.99

＜注＞１．18年度道路整備関係国費には、道路整備特別会計国費のほか、本州四国連絡橋公
団から一般会計に承継した債務処理(国費1,564億円を国債費に計上)、無電柱化推
進のための技術開発等(国費17億円)、有料道路の多様で弾力的な料金設定に関す
る施策(国費130億円)、ＥＴＣの普及促進(国費31億円)、遮断時間短縮のための踏
切システム高度化(国費12億円)、沿道と一体となった道路空間(沿道空間)の構築
(国費10億円)、道を活用した地域活動の支援(国費2億円)、都市再生の円滑な推進
のための地籍関連調査(国費30億円)、まちづくり交付金(国費741億円)、道州制北
海道モデル事業推進費(国費27億円)、道整備交付金(国費100億円を内閣府に計上)
等に係る経費を含む（P.37,備考11.参照）

２．自動車重量税※は法令上特定財源とする規定はないが、運用上国分の約８割
（77.5％)は特定財源として扱われている

３．貸付金償還金等は、道路開発資金貸付金償還金、雑収入等、道路整備特別会計の
固有の収入である

（単位：百万円）（２）地方費

１８年度要求 前 年 度 倍率
区 分

(Ａ) (Ｂ) (Ａ／Ｂ)

直 轄 事 業 負 担 金 664,228 605,243 1.10
所 補 助 事 業 負 担 金 等 617,249 527,119 1.17

地 方 道 路 交 付 金 事 業 593,365 597,195 0.99
要 公団・公社等への出資金等 66,037 114,569 0.58

地 方 単 独 事 業 2,940,000 3,050,000 0.96
額

合 計 4,880,879 4,894,126 1.00

特 定 財 源 2,187,400 2,219,700 0.99
財 地 方 道 路 譲 与 税 306,500 307,200 1.00

石 油 ガ ス 譲 与 税 14,400 14,700 0.98
源 自動車重量譲与税 371,200 376,700 0.99

軽 油 引 取 税 1,043,500 1,055,600 0.99
内 自 動 車 取 得 税 451,800 465,500 0.97

一 般 財 源 2,693,479 2,674,426 1.01
訳

合 計 4,880,879 4,894,126 1.00

＜注＞１．「地方道路交付金事業」とは従前の「緊急地方道路整備事業」をいう
２．地方単独事業及び財源内訳の計数は、見込値を含み変動することがある
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（３）道路投資の財源構成及び事業別構成

①財源構成 （単位：億円）

（ ）内は構成比（単位：％）

②事業別構成

＜注＞１．総道路投資には、本州四国連絡橋公団から一般会計に承継した債務処理(国費1,564億円を

国債費に計上)、無電柱化推進のための技術開発等(国費17億円)、有料道路の多様で弾力的

な料金設定に関する施策(国費130億円)、ＥＴＣの普及促進(国費31億円)、遮断時間短縮の

ための踏切システム高度化(国費12億円)、沿道と一体となった道路空間(沿道空間)の構築

(国費10億円)、道を活用した地域活動の支援(国費2億円)、都市再生の円滑な推進のための

地籍関連調査(国費30億円)、まちづくり交付金(国費741億円)、道州制北海道モデル事業推

進費(国費27億円)、道整備交付金(国費100億円を内閣府に計上)等に係る経費を含まない

（P.37,備考11.参照）

２．①の国費の特定財源には、貸付金償還金等を含む

３．四捨五入の関係で、各係数の和が合計と一致しないところがある

４．②の事業別構成において、外円は事業別、内円は事業主体別
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（４）道路特定財源制度等について

①道路特定財源制度は、受益者である自動車利用者が道路整備の費用を負担

する制度であり、道路特定財源諸税は必要な道路整備費を賄うために創設、

拡充されてきた税です。

道路特定財源制度の意義

受益と負担の関係

②道路特定財源諸税は、現在下表の通りであり、燃料の消費、自動車の取得、

保有に着目して自動車利用者に適正な税負担を求めているものです。

道路特定財源一覧

燃 料 の 消 費 自動 車 の 取 得 自 動車 の 保 有

ガソリン税
ガソリン車 揮発油税( )国の財源

地方道路税( )地方の財源

軽油車 軽油引取税( ) 自動車取得税 自動車重量税地方の財源
( ) ( ･ )地方の財源 国 地方の財源

ＬＰＧ車 石油ガス税
( ･ )国 地方の財源

公平性公平性合理性合理性 安定性安定性

道路特定財源制度の意義

受益と負担の関係（自動車利用
者の負担が道路整備に充てら
れること）が明確

道路を利用する自動車はすべて
皆、利用（受益ないし損傷）の大
小に応じて費用を分担

計画的な道路整備のため必要
な財源を毎年度安定的に確保
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道 路 特 定 財 源 一 覧

税 目 道 路 整 備 充 当 分 税 率 平成１８年度税収
（億円）

(暫定税率)揮発油税 全額
昭和24年創設 ２８，６５０48.6 円/㍑
昭和29年より特定 (本則税率) （２９，２７０）
財源 24.3 円/㍑

石油ガス税 収入額の1/2 (本則税率) １４４
昭和41年創設 （1/2は石油ガス譲与税として地 17.5 円/kg （１４７）

方に譲与される。）
国
自動車重量税 収入額の国分（2/3）の約８割 [例]自家用乗用
昭和46年創設 （収入額の2/3は国の一般財源で ５，７５３(暫定税率)

6,300円/0.5t年あるが、税創設及び運用の経緯
から約８割(77.5%)相当額は道 (本則税率)
路財源とされている。） 2,500円/0.5t年

計 ３４，５４７
（３５，１７１）

(暫定税率)地方道路譲与税 地方道路税の収入額の全額
昭和30年創設 （揮発油税と併課される） ３，０６５5.2 円/㍑

58/100：都道府県及び指定市 (本則税率)
42/100：市町村 4.4 円/㍑

石油ガス譲与税 石油ガス税の収入額の1/2 石油ガス税を参 １４４
地 昭和41年創設 ：都道府県及び指定市 照

自動車重量譲与税 自動車重量税の収入額の1/3 自動車重量税を ３，７１２
昭和46年創設 ：市町村 参照

(暫定税率)軽油引取税 全額 ：都道府県及び指定市
昭和31年創設 １０，４３５32.1 円/㍑

(本則税率)
15.0 円/㍑

(暫定税率)方 自動車取得税 全額
昭和43年創設 3/10：都道府県及び指定市 ４，５１８自家用は

取得価額の5%7/10：市町村
(本則税率)
取得価額の3%

計 ２１，８７４

合 計 ５６，４２１
（５７，０４５）

注）１．税収は国土交通省推計による。なお、（ ）書きは、決算調整額（税収の平成16年度決算
額と平成16年度予算額との差：揮発油税及び石油ガス税については２年後の道路整備費で
調整することとされている）を含んだ額である

２．自動車重量税の税収は、収入額の国分(2/3)の約８割(77.5%)相当額である
３．暫定税率の適用期限は平成20年3月末（自動車重量税については平成20年4月末）
４．四捨五入の関係で、合計が一致しないところがある
５．地方公共団体の一般財源である自動車税の平成17年度税収は17,713億円、軽自動車税の平
成17年度税収は1,519億円（いずれも平成17年度地方財政計画による）
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道路特定財源関係諸税の税率の推移

揮発油税 地方道路税 軽油引取税 石油ガス税 自動車取得税 自動車重量税年
道路整備五箇年計画等 ( ) (1/2 ) (1/3 ）全額地方へ譲与 を地方へ譲与 を地方へ譲与

度 （国税） （国税） （地方税） （国税） （地方税） （国税）
(円／㍑) (円／㍑) （円／㍑) (円／kg)

自動車取得税及び自動車重
29 (4月)13.0 量税の税率は自家用乗用車昭和

1 29～33年度 30 (8月)11.0 (8月)2.0 のもの第 次
2,600億円 31 (6月) 6.0

32 (4月)14.8 (4月)3.5 (4月) 8.0
33

2 33～37年度 34 (4月)19.2 (4月)10.4第 次
1兆円 35

36 (4月)22.1 (4月)4.0 (4月)12.5
3 36～40年度 37第 次
2兆1,000億円 38

39 (4月)24.3 (4月)4.4 (4月)15.0
4 39～43年度 40第 次
4兆1,000億円 41 (2月) 5.0

42 (1月)10.0
5 42～46年度 43 (7月) 3%第 次 取得価額の
6兆6,000億円 44

45 (1月)17.5
6 45～49年度 46 (12月)2,500第 次
10兆3,500億円 47

48
7 48～52年度 49 (4月)29.2 (4月)5.3 (4月) 5% (5月)5,000第 次 取得価額の
19兆5,000億円 50

51 (7月)36.5 (7月)6.6 (4月)19.5 ○(4月) (5月)6,300
52
53 ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(5月)

第８次 54 (6月)45.6 (6月)8.2 (6月)24.3
53～57年度 55 ○(4月) ○(5月)
28兆5,000億円 56

57
58 ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(5月)

第９次 59
58～62年度 60 ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(5月)
38兆2,000億円 61

62
63 ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(5月)

第10次 元平成
63～H4年度 2
53兆円 3

4
5 ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(5月)

第11次 (12月)48.6 (12月)5.2 (12月)32.1
H5～9年度 6
76兆円 7

8
9
10 ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(5月)

第12次 11
H10～14年度 12
78兆円 13

14 注2
15 ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(4月) ○(5月)

H15～19年度 16
38兆円 17※

18※地方単独事業

19を含まない額

(注)1. は租税特別措置法または地方税法附則による暫定税率、○は暫定税率の延長が行われた年である

2.自動車重量税の地方への譲与割合は、平成14年度まで1/4
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自動車関係諸税の年間税負担額の国際比較（試算）

（2000ccクラスの自家用乗用車の例）

出典：政府税制調査会資料

ガソリン価格と税負担の国際比較（２００５年１月～３月）

日 本 アメリカ イギリス ド イ ツ フランス

車体課税

消 費 税

自動車取得税

自動車税

自動車重量税

燃料課税

101 ,566円

7 2 , 8 2 8円

174 ,394円

4 6 , 2 1 1円

232,471円

車体課税

燃料課税

車体課税

燃料課税

燃料課税

燃料課税

車体課税 車体課税

3 1 , 8 2 3円

1 4 , 3 8 8円

105 ,967円

126 ,504円

8 3 , 6 4 5円

9 7 , 4 7 6円

8 5 , 0 3 1円

100 ,596円

自動車税

燃料課税
燃料課税燃料課税

燃料課税

付加価値税

自動車税

小売売上税
燃料課税

自動車登録税

付加価値税 付加価値税

自動車登録税

181 ,121円 185 ,627円

消 費 課 税

取 得 課 税

保有又は
利用課税

（単位：円）
3 0 0 , 0 0 0

2 5 0 , 0 0 0

2 0 0 , 0 0 0

1 5 0 , 0 0 0

1 0 0 , 0 0 0

5 0 , 0 0 0

0

日 本 アメリカ イギリス ド イ ツ フランス

車体課税

消 費 税

自動車取得税

自動車税

自動車重量税

燃料課税

101 ,566円

7 2 , 8 2 8円

174 ,394円

4 6 , 2 1 1円

232,471円

車体課税

燃料課税

車体課税

燃料課税

燃料課税

燃料課税

車体課税 車体課税

3 1 , 8 2 3円

1 4 , 3 8 8円

105 ,967円

126 ,504円

8 3 , 6 4 5円

9 7 , 4 7 6円

8 5 , 0 3 1円

100 ,596円

自動車税

燃料課税
燃料課税燃料課税

燃料課税

付加価値税

自動車税

小売売上税
燃料課税

自動車登録税

付加価値税 付加価値税

自動車登録税

181 ,121円 185 ,627円

消 費 課 税

取 得 課 税

保有又は
利用課税

（単位：円）
3 0 0 , 0 0 0

2 5 0 , 0 0 0

2 0 0 , 0 0 0

1 5 0 , 0 0 0

1 0 0 , 0 0 0

5 0 , 0 0 0

0

自動車税

燃料課税

自動車税

燃料課税
燃料課税

燃料課税

181,121円

123.7
118.6
117.4
111.6
110.0
109.0
104.8
104.2
103.9
101.7
101.5
94.4

85.0
83.8
81.2
78.3
73.9
73.5
73.4
71.1
70.8
70.0

59.5
57.2

41.0
38.7

25.5
10.8
7.7

54.7
55.2

46.8
56.1

40.7
51.5

47.0
53.7

40.5
48.2
50.5

50.4
49.4
51.6

44.4
44.5
50.0
50.5
53.5

48.0
49.9
46.2
59.9

53.5
47.0
45.5

42.8
43.5
51.2

0 30 60 90 120 150 180

69.3%
68.2%
71.5%
66.5%
73.0%
67.9%
69.0%
66.0%
72.0%
67.8%
66.8%
65.2%
63.2%
61.9%
64.6%
63.8%
59.6%
59.3%
57.8%
59.7%
58.7%
60.2%
49.8%
51.7%
46.6%
46.0%
37.3%
19.9%
13.1%

税
負
担
率

円／リットル

スロヴァキア

日本の順位
（29か国中）
低い方から

税負担額：7位
税負担率：6位

燃料税＋付加価値税（円）

その他（円）

イギリス
オランダ

トルコ

フランス

ドイツ

デンマーク

スウェーデン

日本
ギリシア

ポルトガル

ベルギー

アイルランド

ポーランド

オーストリア

スイス

ハンガリー

スペイン

ルクセンブルグ

オーストラリア
カナダ

ニュージーランド

アメリカ
メキシコ

チェコ

出典：ＩＥＡ「エネルギー価格と税」
注）１．税部分＝個別物品税＋付加価値税（我が国は、揮発油税･地方道路税＋消費税。なお、石油石炭税、関税を含めた場合の税負担額は６１.７円となる）
　　 ２．当時の為替レート（１０４．６円／ドル等）を使用

ノルウェー

フィンランド

イタリア

韓国

（前提）車両重量1.5トン、耐用年数6年、年間ガソリン消費量1,200L、平成14年1月現在の税率
車体価格：日本2,719,500円、アメリカ17,721ドル、イギリス18,290ポンド、ドイツ28,800ユーロ、フランス27,210ユーロ
燃料価格：日本101.8円/L、アメリカ39.6セント/L、イギリス79.0ペンス/L、ドイツ0.93ユーロ/L、フランス0.95ユーロ/L
為替レート：アメリカ1ドル＝122円、イギリス1ポンド＝174円、ドイツ1ユーロ＝108円、フランス1ユーロ＝108円
アメリカの小売売上税及び自動車登録税は、ニューヨーク州及びニューヨーク市の税率によった
フランスの自動車登録税は、パリ地方の税率によった

（注） 上記の他に重量課税として、フランスにおいては車軸税（12t以上のトラック等が課税対象 、アメリカにおいては高速道路）
自動車利用税（約25t超のトレーラー等が課税対象）がある
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公共投資の水準 

米国の道路投資額推移 

  

○アメリカは 70～80 年代で”荒廃するアメリカ”と言われ、落橋や橋の通行止めが頻発し、 

その教訓から、予防的安全対策に投資し、橋の危険率も約４割低減（1983 年→2004 年） 

 

○「改革と展望」に従い削減（平成 10 年度（補正後）から半減） 

○平成 17 年度は７．５兆円で追加以前の水準にほぼ到達。 

（平成３年度水準をすでに下回り、平成２年度と比較しても差は 2,000 億円程度） 

○他の経費と比べても一段と厳しい重点化。 

○一般会計に占める割合も昭和 30 年度以降、最低の状況（平成 17 年度：９．２％） 
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公共投資基本計画
（当初：平成３～１２年度、４３０兆円）
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19831983年年 29,96729,967百万ドル百万ドル

荒廃するアメリカ

レーガノミックス

【米国道路投資額推移（GDPベース・実質値）】

投資額の増加投資額の増加

（百万ドル）

70,8070,80年代のアメリカ経済の低迷年代のアメリカ経済の低迷

1967年
シルバーブリッジ落橋

投資額投資額 40%40%増増83年ガソリン税率引上
４ｾﾝﾄ/ｶﾞﾛﾝ→９ｾﾝﾄ/ｶﾞﾛﾝ

落橋等による通行止め頻発

1983年マイヤナスブリッジ落橋

投資額投資額 31%31%増増

ピーク時に比べ約ピーク時に比べ約44割減少割減少
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（陸上交通効率化法）

（２１世紀に向けた交通最適化法）
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橋の危険率は
約４割低減45.545.5

26.7

欠陥があると評価された
ハイウェイの橋梁の割合

（次期道路整備事業法）
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中国 中国交通年鑑、国土交通省資料、各種資料 高速公路
日本 道路統計年報、国土交通省資料 高速自動車国道

アメリカ Highway Statistics Interstate、Other Freeways and Expressways
フランス SETRA資料、設備省のHP Autoroute

ドイツ
Verkehr in Zahlen 2004/2005、
Verkehr in Zahlen 1998 Bundes-autobahnen
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○自動車専用道路網の整備により車の走行速度が改善した結果、名古屋都市内のＣＯ２排出量が 

約 10％削減 

○東海環状自動車道の開通を見込んで企業が進出 ～沿線の工業団地は約４倍に～ 

諸外国における高速道路整備について 

ネットワーク機能向上による効果（東海環状自動車道等の例）

 

○中国は、1988 年日本より 26 年遅れで初の高速道路が開通し、2004 年末現在 34,200km が供用 

（日本の約 11 倍のペース） 

○欧米諸国においても引き続き高速道路整備は着実に進展 

1987 年以降の高速道路整備延長 

中国 

日本 

フランス 
ドイツ 

アメリカ 

1987
2004

（）は2003
年平均
増加量

中国 0 → 34,200 2012（km/年）

日本 4,280 → 7,363 181（km/年）

アメリカ 83,214 → (90,712) 469（km/年）

フランス 6,206 → (10,383) 261（km/年）

ドイツ 8,618 → (12,044) 214（km/年）

(単位：km) 

(km) 

注)1987 年を基準年(ゼロ)として、その後各国がどれだけ高速道路を整備したかの比較 

工業団地は 

約４倍に！ 

４箇所

１９９０年頃の状況
（都市計画決定）

２００４年の状況２００４年の状況

１７箇所１７箇所

豊田花本団地
（愛知県企業庁)

２００４年の状況２００４年の状況

１７箇所１７箇所

豊田花本団地
（愛知県企業庁)

凡例：　　　工業用地凡例：　　　工業用地

23 (万 t-CO2/年) 

約 10％削減！ 

名古屋市内のＣＯ2排出量 

自動車専用道路網がなし：212 (万 t-CO2/年) 

自動車専用道路網があり：189 (万 t-CO2/年) 


